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膀がんのトランスレーショナルリサーチの実現に向けて
  ̶わが国における問題点と対応策̶
　ポストゲノム時代を迎え、がんの基礎生命科学研究から得られる成果をもとに新しい診
断法、治療法を実用化していくことは大きな使命である。そのためには基礎研究者、臨床
研究者が密な連携のもとに科学的なシーズを育て、医療の場へと実用化を図るための橋渡
し研究（トランスレーショナルリサーチ）を推進していくことが国家的な課題として要請
されている。トランスレーショナルリサーチの推進に当たっては、ヘルシンキ宣言（ヒト
を対象とする医学研究の倫理的原則）を遵守し、科学性、倫理性および医学的妥当性を担
保することが前提であり、これに関わる研究者と医療スタッフの育成など多くの基盤整備
が必要である。これらが整備されてこそ、国際的な競争力を備えたトランスレーショナル
リサーチの推進が可能となり、質の高い臨床試験にて新しいがん医療が創生される。
情報通信分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  5
膀情報家電に向けた新しいOS開発が活発化
　最近、情報家電に向けた新しいOS開発が活発になっている。2003年９月に、TRONを
ベースにWindowsCEが動作する新しいOSの共同開発の発表があった。また、本年７月
にはLinuxを情報家電向けに共同して改良していく業界団体「CE Linuxフォーラム」が
日本の家電メーカー中心に欧米韓メーカーを含み、設立された。さらにTRONに Linux
を載せたT‐Linuxの開発が本年３月から始まっている。
　背景には、パソコン市場の伸びが鈍化する一方で、情報家電分野の盛んな新製品開発が
ある。この開発には、家電としてのリアルタイム機能に加え、情報処理機能が求められる。
低コストでカスタマイズ可能なTRON、Linuxをベースとし標準を目指すOS共同開発の
動きに注目が集まっている。ここには、技術的課題に加え、オープンソースにおける著作
権、ソースコードの改版権・有償販売権など知的財産権関連の未解決の問題もある。
膂３ゲート構造でシリコンMOSトランジスタの高性能化ロードマップを前倒し
　今年９月に開催された固体素子および材料に関する国際会議において、国際半導体技術
ロードマップ（ITRS）で 2009 年に必要とされている性能のトランジスタが、米国AMD
社により示された。これはチャネル形成部の三方を金属ゲート電極で囲んだトランジスタ
で、この部分のシリコン格子を局所的に歪ませ、キャリア移動度を向上させたものである。
三方をゲート電極で囲む事により、実効的なチャネル幅が拡大し、かつチャネルのオン・
オフ制御性が増し、総合的なトランジスタの性能向上につながっている。AMDは、2007
年にも量産が見込めるとしており、現在のロードマップが２年前倒しされることとなる。
膠フォトニクス技術を用いたTHz波の発生
  ―残された最後の未開拓電磁波利用への鍵―
　NTTは、新しい動作原理のフォトダイオード「単一走行キャリア・フォトダイオード
（UTC‐PD）」を用い、光信号の直接光電変換によって１THzまでの電磁波を発生させる
見通しを得た。発生させた信号は、従来のパルス光を用いる技術とは質的に異なり、単一
周波数の連続波で、かつ旧来の技術に比べ桁違いに広い周波数可変範囲を有することに特
徴がある。UTC‐PDは既存の豊富な光通信用機器をそのまま利用できるという点で、実
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用的にも大きなメリットがある。応用分野としては、セキュリティシステム、製品検査、
暗視カメラ、分子分光・分析機器、電波天文観測用の基準信号発生器、超広帯域ファイバ
無線システムなど様々なものが考えられ、既存の概念を超えた新しい応用や計測機器の開
発も可能になると期待される。
ナノテク・材料分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  7
膀フォトニック結晶を用いた白色照明用GaN発光ダイオードの高効率化
　フォトニック結晶とは、屈折率が異なる２つの物質が、光の波長程度の周期で規則正し
く並んだ状態にある結晶やガラスなどを指し、特定の波長の光のみを取り出したり、光の
方向を変えたりすることができるため、光学分野のナノテクノロジーとして注目されてい
る。松下電器産業譁は、フォトニック結晶の新しい応用分野として、GaN‐LED（窒化ガ
リウムを用いた発光ダイオード）による白色光を高効率で外部に取り出す技術を開発した。
LEDによる白色照明は、将来的には白熱電球や蛍光灯に代わって照明市場の主役となる
可能性が期待されている。
膂新しいタイプの高性能水素貯蔵材料の開発に成功
　東北大学金属材料研究所の研究グループは、2003 年 10月の日本金属学会秋季大会で、
水素貯蔵材料として錯体水素化物LiNH2 の水素放出開始温度を実用化にとって有用な温
度 100℃以下にできたことを発表した。リチウム‐窒素という超軽量元素同士の組合せに
よって水素を原子レベルで貯蔵する「クラスター型水素貯蔵材料」に対し、「価電子制御」
という手法を適応することにより、水素を含むクラスター構造の性質を制御して、水素貯
蔵材料としての性質を高性能化した。本材料が燃料電池自動車に応用されることが期待さ
れる。
エネルギー分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  8
膀米企業がバイオマス発電に適したスターリングエンジン発電機を発売
　昨年閣議決定された「バイオマス・ニッポン総合戦略」を受けて、バイオマス資源をエ
ネルギー源として活用する様々な試みが始まっている。これまで実用化されているバイオ
マス発電の多くが、蒸気タービンを用いた比較的大規模な施設であり、バイオマス資源の
収集・運搬を要することから、わが国でのバイオマス発電普及の大きな障害となってい
る。そうした中、米国のベンチャー企業であるSTM Power社が、出力 55kWのスターリ
ングエンジンを来年早々本格的に販売すると発表した。スターリングエンジンは、熱交換
器を介して作動流体を加熱することによって、原理的にはどのような熱源であっても直接
駆動が可能であるという特長を持つ。同社のエンジンは、水素を作動流体とし、発電効率
は 30％、NOxの排出レベルは 10ppm程度、未燃炭化水素は検出限界以下と極めて環境性
にすぐれている。また、埋立場の発生ガスや、下水汚泥・畜糞のメタン発酵で得られるガ
スを、脱硫なしで直接利用することができる。
　同エンジンは自動車の技術をベースにしており、設備コストもUS$ 1,000/kWと、既存
の内燃機関並に抑えることを目標としている。ほとんどあらゆるバイオマス資源の燃焼ガ
スで直接駆動が可能であり、分散型のバイオマス発電の実現に大いに寄与することが期待
される。
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情報システム構築の品質・信頼性向上のために
̶上流工程の“ビジネスルール”と要求工学を検討する̶　̶̶ 10
　社会的なインフラストラクチャとしても重要な、安全で信頼可能な情報システムを安価
にかつ短期間に構築できる技術は、研究開発のみならず一般的な産業競争力の源となる。
システム構築の品質向上及び費用低減には、その上流工程における品質の作り込みや機能
の絞り込みが重要である。上流工程の不備によって、具体的に問題が発生することもあれ
ば、システムの保守運用において多大の費用が発生することもある。ところが、上流工程
のための技術開発や人材も含めた環境整備は、特に日本国内では、これまでどちらかとい
えばないがしろにされてきた。
　上流工程の技術要素として、要求工学と“ビジネスルール”を取り上げる。要求工学は、
システムに対する「要求」を取り扱う技術で、要求を獲得・分析して記述し、それをシス
テムライフサイクルの全過程において管理する。“ビジネスルール”は、情報システム構
築の対象となる業務の仕組みを記述し、システムがその中でどのような働きをするかを明
らかにする。
　“ビジネスルール”を議論する場は、欧米では 1995年以降できているが、日本では現時
点でもまだなく、研究活動はほとんどない。要求工学については、システム工学あるいは
ソフトウェア工学の一部として確立されている。しかし、過去 10年の IEEEの国際会議
の発表 376件の内、日本からの発表は９件と少なく、研究の活性化が望まれる。
　上流工程における課題解決のための提言として次の３点を提案する。
　①“ビジネスルール”や要求仕様をシステム開発で明確化するような環境づくり
　　法制度の検討や発注仕様書の監査などが考えられる。
　②“ビジネスルール”や要求定義を作成できる人材の養成
　 　経営学修士（MBA）の課程や企業・行政組織の発注利用部門における教育などが考
えられる。
　③上流工程における技術開発の促進
　 　具体的には、秬形式手法と機械的検証、秡利害関係者からの要求獲得のための技術、
秣（データの蓄積と公開利用などによる）技術・手法の定量評価、が挙げられる。
特集̶ 1
製造技術分野 ̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶  9
膀高効率でエポキシド類を合成できる新規触媒を開発
　東京大学工学系研究科の水野哲孝教授は、高効率でオレフィンをエポキシドに変換す
る触媒を見出したことを 2003 年９月 18～ 21日に開催された触媒討論会で報告した。同
教授らが開発した触媒は、ヘテロポリ酸の一種であるタングストケイ酸の一部が欠損した
新規な化合物で、過酸化水素を酸化剤としてオレフィン類のエポキシ化反応を行うと、非
常に温和な条件で、エポキシド選択率 99％以上と極めて効率よく進行する。本反応系は、
オレフィンの種類に反応成績がほとんど依存せず、極めて汎用性が高いと考えられる。触
媒の長期寿命試験を含め、工業化に向けた更なる検討が待たれる。
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地球監視・観測衛星の動向　　　　　　　　̶̶ 19
̶衛星の縦列編隊飛行による監視・観測の高度化̶
　自然災害などから我が国の安全を守り、かつそのための政策を決定するために、地球監
視・観測衛星から得られる情報の重要性が増している。このような中で、単独の衛星に多
数の観測センサを搭載する方式に対して、１ないし数個のセンサを搭載した小型の衛星を
縦列にして編隊飛行させる、という方式がNASA等から提案されている。この方式では、
複数の衛星が同一の軌道上にある距離を保って並び、列車のように地球を周回する。地表
から見れば、数十秒～十数分程度の短い時間の間に、上空に次々と衛星が飛来することと
なる。その結果、編隊飛行する衛星群に搭載された多種類のセンサにより、地球の同一地
点あるいは地域を多角的に監視・観測することが可能になり、より高い価値のある情報を
得る事ができる。
　縦列編隊飛行方式による地球監視・観測は、従来の多数のセンサを単独の衛星に搭載す
る方式と比べて、打ち上げコストの観点からは不利である。しかしその一方、観測中断状
態の回避、予算の時間的分散化、衛星観測計画への容易な参入の実現、等の特徴を持ち、
宇宙政策を展開する上で種々の柔軟性を持つ。また、編隊衛星群が一旦形成されるとセン
サ開発・運用計画の柔軟性向上、編隊飛行衛星から得られる監視・観測価値の収穫逓増、
編隊飛行衛星の運用とデータ収集配布の集約化等が見込まれ、衛星による地球監視・観測
政策全体に大きな影響を及ぼす可能性がある。
　わが国は、GLI（グローバルイメージャ）、AMSR‐E（改良型高性能マイクロ波放射計）、
PR（降雨レーダ）等の優れた地球観測センサを開発してきた実績がある。これらのセン
サは、縦列編隊飛行衛星群の中で、他の種類のセンサの価値を高めるような、基本的デー
タを取得する基幹センサとなり得る。優れた基幹センサを持つわが国が、独自の編隊飛行
衛星群を提案し、運用することは、安全・安心をはじめとする我が国の社会的ニーズに対
応するとともに、宇宙開発政策の面からも、宇宙運搬システム開発、衛星開発に加えて、
新たに取り組むべき意義を有している。
特集̶ 2
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研究資源、内容等に関する情報の
集約化と公開等が挙げられる。
　これらが整備されてこそ、国際
的な競争力を備えたトランスレー
ショナルリサーチの推進が可能と
なり、質の高い臨床試験にて新し
いがん医療が創生される。
（参考文献：“From bench to bedside”
 Nature Vol.424, pp.1090‐1091, 
2003、“From the war on cancer 
to translational oncology” Cancer 
Biol Ther. Vol.1, pp.711‐714, 2002、
“Translational Medicine: A two-
way road” J Transl Med., Vol.1, p.1,
 2003、“Integration of Translational
 Research in the European 
Organization for Research and 
Treatment of Cancer Research
（EORTC）Clinical Trial Cooperative
 Group Mechanisms”J Transl 
Med., Vol.1, p.2, 2003）
（徳島大学医学部・
曽根 三郎学部長）
験と考えるべきである。その推進
に当たっては、ヘルシンキ宣言（ヒ
トを対象とする医学研究の倫理的
原則）を遵守し、科学性、倫理性
および医学的妥当性を担保するこ
とが前提であり、実に多くの基盤
整備が必要である。
　トランスレーショナルリサーチ
の実現に向けて取り組むべき課題
として、①これに関わる研究者と
医療スタッフの育成、②実施にお
ける支援（治験コーディネーター
（CRC＝クリニカル・リサーチ・コ
ーディネーター）、データマネージ
メント、生物統計等）体制の整備、
③推進のための経費面の公的支援
体制、④実施施設における適正で
かつ迅速な倫理審査体制、⑤実施
の実績が評価されるシステム、⑥
推進のための法的整備、⑦推進の
ための産官学連携のシステム、⑧
実施における特許取得と知的所有
権の確保、⑨実施施設、研究者、
膀 がんのトランスレーシ
ョナルリサーチの実現
に向けて
   ― わが国における問題点
と対応策―
　ポストゲノム時代を迎え、がん
の基礎生命科学研究から得られる
成果をもとに新しい診断法、治療
法を患者さんの元へ出来るだけ早
く届けることは研究者にとって大
きな使命である。そのためには基
礎研究者、臨床研究者が密な連携
のもとに科学的なシーズを育て、
医療の場へと実用化を図るための
橋渡し研究（トランスレーショナ
ルリサーチ）を推進していくこと
が国家的な課題として要請されて
いる。
　トランスレーショナルリサーチ
は実験的な医療という観点から、
研究者（主に医師）主導の臨床試
科学技術
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　以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿
（11月号は2003年 10月 3日より2003年 10月 31日まで）を中
心に「科学技術トピックス」としてまとめたものです。センター
において、関連する複数の投稿をまとめ、また必要な情報を付加
する等独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いた
しません。ただし、投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご
了解を得て、記名により掲載しています。
ライフサイエンス分野
膀 情報家電に向けた新し
いOS開発が活発化
　最近、携帯電話、携帯情報端末、
カーナビ、デジカメ、DVDレコ
ーダーなど情報家電に搭載される
OSの開発が活発になっている。
2003 年９月に、TRON①をベース
にWindowsCE②が動作する新し
いOSの共同開発の発表があった。
TRONは、リアルタイム性が強く
要求される組み込み機器（家電や
産業機器の制御部など）向けOS
として広く使われてきた。情報家
電分野では、パソコンで広く普及
したWinodws のソフトウェア資
産の利用の要望があり、連携する
ことになった。
　また、情報処理系（サーバー系）
で多く利用されているLinux③を
情報家電向けに改良することを目
指して、本年７月に日本の家電メ
ーカーを中心に欧米韓を含む業界
情報通信分野
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団体「CE Linux フォーラム」が
設立された。Linuxは国際的に開
発を進める場合のベースとして適
している。
　さらに、TRONをベースにLinux
を動作させようとするT‐Linuxの
開発が今年３月から始まってい
る。TRON では不十分であった
ネットワーク機能が Linux から
取り込まれる。T‐Linux はカー
ナビ、携帯電話、携帯情報端末向
けOSとして検討されている。上
記以外に、既に携帯電話や携帯
情報端末向けでは、Symbian④、
Palm⑤、WindowsCE などが使用
されており、多種のOSが乱立し
始めている。
　このような動きの背景には、パ
ソコン市場の伸びが鈍化する一
方で、情報家電分野では盛んに
新製品開発が行われていることが
ある。この開発には、制御部にと
って必要なリアルタイム機能に加
え、情報処理に必要なネットワー
ク機能、インターフェース機能な
どが求められる。低消費電力で高
性能なプロセッサやメモリの出現
により、情報家電分野でもより大
型のOSの動作が可能な時代にな
っている。一方で、多機能化に伴
って、ソフトウェア規模や開発コ
ストが増大しており、１社による
開発には限界があることから、標
準化を目指し共同開発する動き
が活発になってきている。新しい
OS開発の中でも、TRON、Linux
は共にソースが公開されカスタ
マイズが可能なことや、OS部分
のコストが非常に低いことから
注目されている。しかし、一方で
Linux への Unix ソースコード混
入疑惑に見られるようなオープン
ソースにおける著作権問題、ソー
スコードの改版権・有償販売権の
価格問題など知的財産権関連の未
解決の問題もある。しばらく、各
陣営の駆け引きが盛んとなろう。
膂 ３ゲート構造でシリコ
ンMOS トランジスタ
の高性能化ロードマッ
プを前倒し
　ムーアの法則を基に作成され
た国際半導体技術ロードマップ
（ITRS）は、過去に幾度か限界説
が提唱されながらも、見直しのた
びに前倒しされ、更新を重ねてい
る。今年９月に東京で開催された
固体素子および材料に関する国際
会議（SSDM：応用物理学会主催）
においても、最新のロードマップ
をさらに前倒しする性能のトラン
ジスタに関する発表が米国AMD
社よりなされた。
　これは３ゲート（Tri‐Gate）と
呼ばれる構造のトランジスタで、
完全空乏型SOIトランジスタ（注１）
のチャネル形成部の三方をニッケ
ルとシリコン化合物（NiSi2）の金
属ゲート電極で囲み、チャネル形
成部のシリコン格子を局所的に歪
ませ、キャリア移動度を向上させ
るものである。同様のTri‐Gate
構造のトランジスタは、インテル
が今年の６月に京都で開催された
VLSI シンポジウムにて発表して
いるが、チャネル形成部のシリコ
ン断面がインテルの場合は、ほぼ
正方形であるのに対して、今回発
表されたものは平面（Planer）型
に近い形状となっている。ゲート
電極にはニッケルと多結晶シリコ
ンを全て固相で反応させて形成し
た金属のNiSi2 が用いられている。
これによりチャネル部のシリコ
ン格子を局所的に歪ませ、従来の
Tri‐Gate 構造のトランジスタに
対して電流駆動能力を約 50％向
上させるという 45nm世代に要求
されるトランジスタの性能を達
成している。
　今回示された構造は、従来の
Planer 型 SOI トランジスタに近
く、またシリコンゲルマニウム
（SiGe）等の新材料を用いずにシ
リコン格子を歪ませる等、現在の
製造技術との互換性も高い事から
AMDは 2007年にも量産対応を見
込める有力な技術としている。こ
れは最新のロードマップをさらに
２年前倒しするものであり、現在
研究が盛んな次世代要素プロセス
技術を複数盛り込みながらも、ト
ランジスタレベルでのこれら技術
の統合化や、実用化に向け従来技
術との互換性も重視した技術が既
に一定のレベルに達している事を
示すものである。
　日本でもあすかプロジェクト等
のコンソーシアムやMIRAI 等の
国家プロジェクトにおいて半導体
の技術開発が現在進められている
が、これらの成果を有効なものと
する為には、ロードマップの前倒
しに合わせた開発スケジュールの
見直しが必要と思われる。
（注１）絶縁膜上の単結晶シリコ
ンに形成するトランジスタ。ゲ
ートに電圧を印可しない状態で
シリコンの膜厚方向全てにキャ
リアが欠乏した状態を完全空乏
型と呼ぶ。
用語説明
①TRON
　坂村健教授が 1984 年に提唱した
基本ソフト（OS）で組み込み機器
向けに広く使われている。
②WindowsCE
　Windows を携帯 PC用に小型化
にしたMicrosoft 社製OS。
③Linux
　1991 年 Linus Torvalds 氏によっ
て開発されたUNIX互換のOS。フ
リーソフトウェアとして公開され、
全世界のボランティアの開発者に
よって改良が重ねられている。
④Symbian
　英国Symbian 社製の携帯電話向
けOS。
⑤Palm
　米国Palm社製の携帯情報端末向
けOS。
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ナノテク・材料分野
膀 フォトニック結晶を用
いた白色照明用 GaN
発光ダイオードの高効
率化
　フォトニック結晶とは、屈折
率が異なる２つの物質が、光の波
長程度の周期で規則正しく並んだ
状態にある結晶やガラスなどを指
し、特定の波長の光のみを取り出
したり、光の方向を変えたりする
ことができるため、光学分野のナ
ノテクノロジーとして注目されて
いる。松下電器産業譁は、フォト
ニック結晶を用いて、GaN‐LED
（窒化ガリウムを用いた発光ダイ
オード）による白色光を高効率
で外部に取り出す技術を開発し、
2003年９月 16～ 18日に東京で開
催された固体素子コンファレンス
（SSDM2003）で発表した。
　GaNという化合物半導体を用い
たLEDは、本来は青色の発光で
あるが、1997 年頃から、蛍光体
を利用したり、結晶表面に自然発
生する凹凸を利用したりすること
よって白色光に変換する技術が進
み、照明としての応用分野が注目
されてきた。現在でもすでに、携
帯電話のカラー液晶パネルや自
動車用ランプなど特殊な照明機器
に使用されている。この白色照明
は数万時間以上と非常に長寿命で
あるとともに、白熱電球のように
熱を発することがなく電圧器や昇
圧器も不要なため低消費電力であ
り、また蛍光灯のように水銀など
の有害物質を使わない、などの利
膠 フォトニクス技術を用
いたTHz波の発生
   ― 残された最後の未開拓
電磁波利用への鍵―
　有限な資源である周波数の有効
利用を図るうえで、高周波域の開
拓は長年の目標であった。例えば
無線通信においては、より高い周
波数のキャリアを用いることで、
既存のシステムに比べ桁違いに広
い帯域の信号を伝送することが可
能となる。また天体物理学におい
ては、サブミリ波帯は宇宙や生命
の起源を解明するための情報を含
む重要な周波数域である。このよ
うな可能性にもかかわらず、様々
な技術的課題から電磁波の一連の
スペクトルの中で未開拓の周波数
帯として残されていた。
　分子分光や環境計測、電波天文
等の極限計測技術においては、数
百GHzから数THzまでの超高周
波連続信号を発生させる必要があ
るが、これまでこの様な高い周波
数域の電磁波を発生させる手段と
しては、調整が複雑なGunn発振
器と逓倍器の組合せや、信頼性や
周波数安定性に課題のある後進波
管（BWO）などの古い技術に限定
されていた。また、これらの機器
は基本的に狭帯域であり、広い周
波数域を１台でカバーできる小型・
軽量のミリ波・サブミリ波発生器
の開発が求められていた。
　NTTでは、電子の輸送のみを効
果的に利用する新しい動作原理の
フォトダイオード「単一走行キャ
リア・フォトダイオード（UTC‐
PD）」を開発し、広帯域光通信シ
ステムへの適用を進めてきた。今
回の成果は、光通信用に開発され
たデバイスを、他の技術領域へも
展開させたものである。
　UTC‐PDと平面アンテナを集
積化した素子を用い、高周波で強
度変調された光信号（光RF信号）
を直接光電変換することで、その
変調周波数に対応する１THzまで
の電磁波の発生を確認した（H. Ito 
et al., International Conference on 
Terahertz Electronics, Sendai，
H‐１（2003年９月））。発生させた
信号は、パルス光を用いる技術と
は質的に異なる単一周波数の連続
波であり、かつ旧来の技術に比べ
桁違いに広い周波数可変範囲を有
することに特徴がある。UTC‐PD
は光通信用の波長帯（1.55 μm）
で動作するので、既存の豊富な光
通信用機器をそのまま利用できる
という点で、実用的にも大きなメ
リットがある。光RF信号は光部
品の広帯域性を生かして生成し、
ファイバ増幅器で容易に増幅でき
る。またこの様な高周波信号を低
損失の光ファイバで長距離伝送す
ることも可能である。
　応用として、すでに文部科学省
ITプログラムの課題の１つとし
て、国立天文台及び電気通信大学
との共同研究によりUTC‐PDを
用いた１THzの基準信号発生器の
研究開発を進めており、さらに、
天文観測におけるデータ処理、イ
メージングによるセキュリティシ
ステム、農作物や工業製品の検査、
薬物検査、紙幣や美術品の真贋判
定、火災、煙、埃、暗闇などを通
した暗視カメラ、分子分光・分析
機器、10ギガビット/秒級超広帯
域ファイバ無線システム、大気や
環境のリモートセンシング用機器、
医療診断や治療用器具、ファイバ
網による標準周波数の分配、など
様々なものが考えられ、既存の概
念を超えた新しい応用や計測機器
の開発も可能になると期待される。
　我が国では東北大学のグループ
をはじめとしたTHz発生とその応
用技術に関する研究が強化されて
おり、本成果もこのような関心の
高まりを反映したものである。
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膀 米企業がバイオマス発電
に適したスターリング
エンジン発電機を発売
　昨年閣議決定された「バイオマ
ス・ニッポン総合戦略」を受けて、
バイオマス資源をエネルギー源と
して活用する様々な試みが始まっ
ている。これまで実用化されてい
るバイオマス発電の多くが、蒸気
タービンを用いた比較的大規模な
施設であり、「広く、薄く」発生
するバイオマス資源の収集・運搬
に伴うコストが、わが国でのバイ
オマス発電普及の大きな障害とな
っている。そうした中、本年８月、
米国ニューオーリンズ市において
開催されたBioenergy Summit に
おいて、米国のベンチャー企業
である STM Power 社が、出力
55kWのスターリングエンジンを
来年早々本格的に販売すると発表
した。
　スターリングエンジンは、「外
燃機関」であり、熱交換器を介し
て作動流体を加熱することによっ
て、原理的にはどのような熱源で
あっても直接駆動が可能であると
いう特長を持つ。これまで実用化
されているのは、冷凍機用を中心
とする、出力が最大でも数kWレ
ベルのものに限られており、STM 
Power 社のエンジンは、本格的
エネルギー分野
な発電用スターリングエンジンの
幕開けを告げるものと言える。同
社のエンジンは、最適な作動流体
であるにもかかわらず、これまで
安全性の面から利用が遅れていた
水素を作動流体とし、150 気圧の
動作圧力でありながら、外部への
リークをほとんどなくし、水素製
造装置を内蔵して、自動的に水素
が補充されるという特長を持つ。
熱源の温度が 850 ～ 1,000℃であ
れば、正味の発電効率が 30％と、
同規模のガスエンジンやディーゼ
ルエンジンと遜色がなく、NOx
の排出レベルは 10ppm程度、未
燃炭化水素は検出限界以下と極め
て環境性にすぐれている。また、
点を有するため、将来的には白熱
電球や蛍光灯に代わって照明市場
の主役となる可能性も期待されて
いる。現在の白色LEDは光の取
り出し方法にさらなる工夫が必要
な段階にはあるが、2002年にはす
でに白熱電球の発光効率を抜き、
早ければ 2004 ～ 2005 年には蛍光
灯の発光効率に達すると予測され
ている。
　今回、松下電器産業譁では、フ
ォトニック結晶のシミュレーショ
ン技術を確立し、内部へ反射する
光を減少させて効率的に光を取り
出すことができるフォトニック結
晶構造の設計を行なった。この設
計によって凹凸の周期、すなわち
屈折率が異なるガラス質と大気と
の繰り返しの周期を最適化したフ
ォトニック結晶をGaN‐LEDの
表面に形成した。実際の形状と
しては、突起状のガラス結晶が青
色LEDの表面に集積されている。
さらにこの突起状の結晶上に透明
電極を形成して均一に電流を注入
することにより、ムラのない白色
光を得た。この技術によって、白
色光としての外部への取り出し効
率が約 30％となり、これは従来
型の 1.5 倍の効率である。従来の
GaN‐LEDに簡単な工程を追加す
るのみで低コスト製造が可能であ
り、フォトニック結晶の新しい実
用分野を開拓した点においても注
目される。
膂 新しいタイプの高性能水
素貯蔵材料の開発に成功
　東北大学金属材料研究所の折
茂慎一助教授と中森裕子助手は、
2003 年 10 月の日本金属学会秋季
大会で、水素貯蔵材料として錯体
水素化物 LiNH2 の水素放出開始
温度を実用化の目安とされる温度
100℃以下にできたことを発表した。
　現在開発が進められている燃料
電池は水素を燃料とするため、軽
くて水素の出し入れがし易い水素
貯蔵材料技術が求められている。
これに対し、リチウム‐窒素とい
う超軽量元素同士の組合せによっ
て水素を原子レベルで貯蔵する「ク
ラスター型水素貯蔵材料」が注目
を集めている。この材料は、窒素
の周囲に水素がブドウの房の様に
高密度に付き、従来の水素吸蔵合
金等に比べ重量当たりの水素貯蔵
密度が大きいという特徴がある。
しかしながら、水素を放出するの
には280℃以上の加熱が必要であ
り実用化の課題となっていた。
　折茂助教授らは、この水素貯蔵
材料に対し、「価電子制御」という、
一般にはセラミックスに対して用
いられる材料設計技術を世界に先
駆けて適応することにより、水素
放出開始温度を実用化の目安とさ
れる温度 100℃以下にすることが
できた。具体的には、リチウムの
一部を他の元素に置換することに
より、水素を含むクラスター構造
（原子状の水素を多量に貯蔵する
材料内部での原子集団）の性質を
制御して、水素貯蔵材料としての
性質を高性能化した。
　現在実用化に向けて実証試験が
進む燃料電池自動車には軽量高性
能な水素貯蔵材料が求められてい
るが、水素放出開始温度が 100℃
以下になったことで、本材料が燃
料電池自動車に応用されることが
期待される。
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数百 ppmレベルの硫黄分であれ
ば耐食性に問題がないため、埋
立場の発生ガスや、下水汚泥・畜
糞のメタン発酵で得られるガスを
脱硫なしで直接利用することがで
きる。さらに、必要に応じてエン
ジン排熱などを利用して予備乾燥
すれば、ほとんどあらゆるバイオ
マス資源を燃焼させ、その燃焼
ガスでの発電が可能となる。出
力 55kWというエンジンサイズ
は、乾燥木材の処理量としては、
40kg/ 時間に相当し、複数機のエ
ンジンを使用することによって、
処理量を増やすこともでき、バイ
オマス資源の発生元での発電に適
している。
　同じ出力レベルのマイクロガスタ
ービンが航空機の技術をベースにし
ているのに対して、同エンジンは自
動車の技術をベースにしており、設
備コストもUS$ 1,000/kWと、既
存の内燃機関並に抑えることを目
標としている。すでに日産 10台
の量産工場も稼働準備に入ってい
る。STM Power 社では、日本企
業の協力の下、経済産業省に対し
て技術基準適合性評価を依頼して
おり、適合認定が得られ次第、わ
が国での本格的な販売を開始する
予定である。同エンジンが、分散
型のバイオマス発電の実現に大い
に寄与することが期待される。
（東京工業大学大学院総合理工学
研究科　吉川 邦夫教授からの投
稿に基づき作成）
膀 高効率でエポキシド類
を合成できる新規触媒
を開発
　プロピレンオキシドのようなエ
ポキシド類は、合成中間体として
非常に重要な化合物で大量に製造
されている（例えばプロピレンオ
キシドの生産量は450万トン／年、
ブテンオキシドの生産量は約７万
トン／年）。エポキシドは、通常、
環境に問題のある塩素系酸化剤あ
るいは高価な有機過酸化物などで
オレフィンをエポキシ化すること
により製造されており、環境にや
さしくしかも安価な酸化剤である
過酸化水素もしくは分子状酸素を
使用する触媒プロセスの検討が進
められてきた。しかしながら、過
酸化水素あるいは分子状酸素では
十分な反応の選択性が得られず、
高効率でエポキシド類を合成でき
る触媒の開発が望まれていた。
　東京大学工学系研究科の水野哲
孝教授は、酸化剤として過酸化水
素を用いて高効率でオレフィンを
エポキシドに変換する触媒を見出
したことを、2003年５月９日号の
Science 誌で既に発表しているが、
2003年９月 18～ 21日に開催され
た触媒討論会でその詳細が報告さ
れた。同教授らが開発した触媒は、
ヘテロポリ酸の一種であるタング
ストケイ酸の一部が欠損した新規
な化合物［γ‐SiW10O34（H2O）2］4-
で、過酸化水素を酸化剤としてオ
レフィン類のエポキシ化反応を行
うと、各種の鎖状および環状のオ
レフィン類に対し、32℃という非
常に温和な条件で、エポキシド選
択率 99％以上と極めて効率よく
進行する。また、反応後この触媒
は容易に回収でき、５回以上、高
い活性、選択性を維持したまま再
使用可能とのことである。
　本反応系は、オレフィンの種類
（炭素数、鎖状か環状か、二重結
合の位置）に反応成績がほとんど
依存せず、また、エポキシ化前後
で二重結合のまわりの立体構造が
保持されるなど、極めて汎用性が
高いと考えられる。触媒の長期寿
命試験を含め、工業化に向けた更
なる検討が待たれる。
製造分野
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特集膀
情報システム構築の品質・信頼性向上のために
̶上流工程の“ビジネスルール”と要求工学を検討する̶
客員研究官　黒川　利明
1．はじめに
　情報システムは、様々な組織の
活動の基盤として、さらには、社
会的なインフラストラクチャとし
て重要な役割を担っている。安全
で信頼性の高い情報システムを安
価にかつ短期間に構築できる技術
の確立とその普及は、安全で競争
力のある社会構築に欠かせない。
情報システムは、一般的な産業
競争力の源となっているのみでな
く、研究開発全般の基盤としても
重要である。
　裏返せば、情報システム構築力
の低下は、市民生活に不便をもた
らすのみならず、国際競争力の欠
如をも招きかねない。従って、日
本におけるシステム構築技術の水
準を維持向上させるための不断の
努力が必要となる。
　システム構築の品質向上及び費
用低減には、システム構築の上流、
すなわち、システムに求められる
要件などを明確化する概念段階に
おける品質向上のための仕掛けの
作り込みや機能の絞り込みが重要
なことは一般的に当然のことと捉
えられている。しかし、そのよう
な上流工程での作業を「技術」と
してとらえ、根付かせ、広く使え
るようにする努力は、日本国内で
は、これまでどちらかといえばな
いがしろにされてきたのではない
だろうか。
　さらには、そもそもシステム構
築がどのような効果をもたらすの
かといった、システム構築以前の
検討も十分ではなかったというこ
とが、総務省が 2003 年に発行し
た情報通信白書において、指摘さ
れている１）。すなわち、システム
を実現する前に、どこにシステム
化の重点を置くか、どれだけの効
果が出るか、といった準備作業が
十分でないと指摘されている。
　このようなシステム構築におけ
る上流工程の軽視あるいは無視と
いう弱点の由来は、当然ながら、
単純なものではない。制度的な問
題もあれば、慣習的なもの、技術
的なもの、社会的なものもある。
制度的な面を例に取ると、個々
には私的なものであっても全体と
しては社会的なインフラストラク
チャに関わる性質をもつものとし
て、ソフトウェアシステムと建築
物との比較が良く行なわれる。建
築については、建築確認における
ような設計段階でのチェックの仕
組みが制度化されているが、シス
テム構築においては、これに相当
するものが欠けていると指摘され
ている。さらには、システム構築
については、設計企業と施工企業
との分離も行なわれていない。そ
の理由が、そもそも慣習的なもの
なのか、あるいは、日本の社会で
はこういうシステム作成以前の確
認をとる作業が必要とされていな
いという社会的なものなのかにつ
いての議論もある。本稿では、こ
の問題を主として人材育成と科学
技術との観点でとらえる。すなわ
ち、システム構築の品質・信頼性
向上のために上流工程がいかに大
事か、どのような技術があるか、
そのような技術を身につけた人材
をどう育成すべきかを述べる。
によれば、システムの作成から終
了・廃棄までは、次の６つの段階
（stage）を経る。
秬概念（Concept）
秡開発（Development）
秣製造（Production）
　一口に、システム構築の上流工
程といっても、一般的に誰もが合
意している明確な定義があるわけ
ではない。そこで、本稿では、シ
ステム構築・運用の全体像を規
定するシステムライフサイクル
を紹介し、これにより、上流工程
の位置づけを示す。システムライ
フサイクルについては、ISO/IEC 
15288：2002 という国際規格が
2002 年に定められており、現在、
これに対応した JIS X0170 という
国内規格の原案作成が譛日本規格
協会で進められている。この規格
2．システムライフサイクルにおける上流工程の位置づけ
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稈利用（Utilization）
稍支援（Support）
稘廃棄（Retirement）
　この６段階は、次の図表１のよ
うに、上流、中流、下流に分ける
ことができる
　さらに、ISO/IEC 15288 では、
テクニカルプロセスを次の 11 個
のプロセスに細分化する（図表
２）。
　次の図表１に見られるように、
概念段階は、システム構築を行な
う土台を整えることだということ
が分かる。システムが稼働するた
めの環境がはっきりされているこ
とが望ましい。その上で、このシ
ステムの利害関係者が明らかにさ
れ、さらに、利害関係者の要求を
明らかにして定義する要求定義プ
ロセスや、そこで得られた要求相
互の関係などを分析する要求分析
プロセスが概念段階に含まれる。
　図表１　上流工程の位置づけとその内容
　図表２　11のテクニカルプロセス
秬概念段階
①利害関係者要求定義プロセス
②要求分析プロセス
秡開発段階
③方式設計プロセス
④実装プロセス
⑤結合プロセス
秣製造段階
⑥検証プロセス
⑦移行プロセス
⑧妥当性確認プロセス
稈利用段階 ⑨運用プロセス
稍支援段階 ⑩保守プロセス
稘廃棄段階 ⑪処分プロセス
3．システム構築の問題点̶上流工程の重要性
　上流工程の不備が原因となって
問題が起こったものとして具体的
な報告があり、学会でも取り上げ
られた有名な例としては、1992 年
10 月に発生した、英国ロンドン
の救急車配車システムの障害があ
る。これは、従来は、手作業で行
なっていた救急電話の受付と現場
への救急車の配車をコンピュータ
ーシステムを使って実現しようと
いう、当時としては意欲的なシス
テムであった。現実には、救急車
の手配がうまく行かず、深刻な事
態となった。この問題の報告書 19）
によれば、重要な原因の１つに、
救急車の中で端末を扱う救急隊員
の要求をそもそも聞かず、考慮し
なかったということが上げられて
いる。すなわち、配車のためには、
救急隊員が救急車の中から現状
をセンターに報告し、次の行き先
を確認することが前提となってい
た。しかし、システム開発に当た
って、これら救急隊員がこのよう
なシステムを使いこなせるかどう
かという利害関係者としての要求
を考慮しなかったために、隊員が
その作業に手間取り、結果的に配
車ができなくなってしまった。
ところで、図表１のようなライフ
サイクル全体を考慮したときに、
システム開発の経費が、どの部分
にどのように振り分けられている
かについては、興味深い分析があ
る 21）。それによると、米国で報告
された例の場合、1970 年代までは、
保守費用が全体の30％程度だった
のに、1990 年代には 80％近くを
占めるようになってきている。
　ロンドンの救急車配車システ
ムでの例のように、システムの不
都合が発生した場合には、その不
都合を修正するための追加作業が
膨大になることは容易に想像がつ
く。しかし、一般的な、まともに
稼働していると思われるようなシ
ステムでも、実は、膨大な費用が
下流工程にかかっている。
　このような下流での費用の比率
が大きいという現実は、一般の製
造業では既に認識されている事柄
である。例えば、廃棄以降のリサ
イクルが現在の製造業では無視で
きない工程となっており、その費
用を削減するには、製品設計など
上流工程でリサイクルを考慮する
ことが必要になっている。
　この保守費用を削減するのに最
も有効な方法は、上流工程で後か
ら訂正する必要が生じないよう品
質の作り込みをしっかりやればよ
い。この「上流工程での品質の作
り込み」は、一般の製造業でもよ
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く知られている原則である。実際
に製品を出荷後に不都合が発生し
た場合、それは、場合によっては
企業自体の存続に関わるほどの費
用発生を伴う。
　さらに、このようなシステムの
保守費用が結局は、社会的な負担
によって賄われているというのも
事実である。システムの費用が結
果的にかさむと言うことは、例え
ば、銀行システムで言うならば、
利用者が最終的に高い利用料や低
い金利といった形で負担し、社会
的な負担を強いられることを意味
する。
　ところが、このシステムライフ
サイクルにおいて「概念段階」と
呼ばれている上流工程は、中流
の開発段階の準備であり、開発に
移る前に整えられるべき情報の整
理であるとして軽く考えられてい
る。さらには、そもそも上流工程
を無視したりするために、せっか
く開発したシステムがまともに利
用できないという事態が未だに存
在している。
　そもそも、日本国内では、企
業においても、政府や自治体にお
いても、個別具体的な業務に関す
る作業の手順や関係部門との連絡
調整などに関する事柄が組織全体
として統一された形式で明示的に
記述されていることがほとんどな
い。そのために、システム構築に
当たっても、関与する関係者が誰
なのかを明確にし、関係者の要求
をとりまとめ、分析するという作
業に着手するための前提条件が必
ずしも定式化された形で明らかに
なっていないことが多い。
　このため、上流工程の必要性を
理解してはいても、このような定
式化を新たに行なうための作業量
を考えると、とても引き合わない、
あるいは、時間的に間に合わな
いと思ってやめてしまうこともあ
る。また、このような定式化が為
されていないことから、一度仕様
を取り決めても、顧客側から次々
と追加の要求が出てくるという現
実があり、システム開発者の側に
もそういう作業に注力しても無駄
になるというあきらめがあるとい
う側面も存在する。
　ただし、この上流工程に関する
問題を複雑にしていることに、業
務の定式的な明文化などの条件が
ないと必ずシステムに問題が生ず
るというわけではないということ
がある。例えば、我が国が競争力
を誇る製造業の生産現場に関する
システムの開発など、実際に、シ
ステムを使う従業員をシステム構
築に携わらせることによって、必
ずしも、上流工程の作業に関す
る定式化を明示的に行なわなくて
も、順調なシステム開発が行なわ
れているという事例がある。しか
し、これは、上流工程の作業を特
別に行なってはいないというだけ
で、日常業務の中で上流工程の作
業が常日頃行なわれているのだと
も考えることができる。
　すなわち、新たに上流工程を行
なう必要があるかどうかは、状況
に依存するが、システム構築の品
質を上げ、保守も含めた全体のシ
ステム構築費用を下げるには、上
流工程をしっかり行なわなければ
ならない。
　上流工程のテクニカルプロセス
には、利害関係者要求定義プロセ
スと要求分析プロセスがあるが、
さらに、以下に述べるような業務
全体に関する“ビジネスルール”
の確立も考慮しなければならな
い。なぜなら、この“ビジネスル
ール”が定まっていないと、様々
な関係者や切り口から出された
要求の位置づけがばらばらになっ
て、収拾が着かないからである。
　要求定義と要求分析のプロセス
は、要求工学という技術分野に含
められる。後述するように、要求
工学は、1980 年代から、その重要
性が世界的に認められて研究開発
が行なわれるようになった。この
背景には、システム構築の設計以
降の過程での作業効率や品質をい
くら頑張っても、それ以前の要求
処理で手違いや不良品質が紛れ込
んでは、最終的に利用者の満足が
得られないという認識があった。
さらに、最近は、この要求がシス
テムの開発製造段階のみならず、
利用段階においてすら変更される
ことを前提とするようになってき
ているので、要求の監視や変更、
さらに、要求に対する検証が下流
段階にまで持ち込まれることとな
った。要求工学は、このように「要
求」をシステムライフサイクルの
ほぼ全過程において処理する技術
となる。
　1990 年代に入ると、まったく新
しい種類のシステム構築や、既存
のシステムを連携させた新システ
ムなどでは、ただ単に現在の利用
者の要求をまとめただけでは足り
ないことが分かってきた。さらに、
複数のシステムを並行開発して、
大規模なシステム連携を実現する
場合に、単に個別システムに注目
していただけでは、全体としての
システム効率を達成できないこと
も分かってきた。
　そこで、システムの稼働環境の
仕組みを明らかにして、組織体全
体での業務遂行の方針や手順を明
確にするために、“ビジネスルール”
を定義する活動が起こってきた。
この“ビジネスルール”は、企業
間の商取引などにおける約束事を
決める EDI のようなプロトコル
のことではない。むしろ、企業内
や企業グループにおける業務遂行
の仕組みを述べるものである。
4．上流工程の技術要素
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5． 要求工学
　既に述べたように、要求工学は、
システムに対する「要求」をシス
テムライフサイクルのほぼ全過程
において処理する技術を扱う。技
術内容としては、システム全体の
生産性を上げるという目標を担う
システム / ソフトウェア工学の一
部として、要求獲得、要求分析、
要求進化、要求管理などを担う。
　要求工学に関しては、IEEE が
国際会議９）及びシンポジウム 10）
を 1993 年から毎年開いている。
ヨーロッパでは、CAiSE というシ
ステム工学の会議に併設される形
で REFSQ という会議が毎年開か
れており、又、オーストラリアで
は、1993 年からワークショップと
シンポジウムが開かれている。そ
の他に、ESPRIT や IST といった
ヨーロッパのプロジェクトの１つ
として要求工学が取り上げられた
り、国際情報処理連合（IFIP）の
WG2.9 として、ソフトウェア要求
工学部会がある。「要求工学」そ
れ自体は、ソフトウェア工学ある
いはシステム工学ほどには、一般
的な言葉とはなっておらず、専門
分野としての確立度については疑
問の余地もあるが、工学の一分野
としての重要性は十分認識されて
いる。
　東京工業大学の佐伯元司教授に
よれば、要求工学の国際会議の発
端は、日本にあった。1982 年にソ
フトウェア工学国際会議が初めて
日本で開かれたとき、京都大学（当
時）の大野豊教授がとりまとめて、
非公開で京都で開いたワークショ
ップがそもそも要求工学の国際会
議を定期的に開こうというきっか
けになったのだという。
　当時は、論理的な記述方式がソ
フトウェア構築に関して有効では
ないかという議論が高まり、日本
では、第５世代計算機プロジェク
トなどで論理的な手法が取り上げ
られていたと言うことが背景にあ
った。
　しかしながら、当時の形式的な
記述方式は、取り扱える範囲が狭
く、実際の問題に適用して、有効な
結果を生み出すには至らなかった。
　要求工学という名前を冠した大
学の学科は、米国及び欧州、さら
に、豪州では、いくつか存在する。
要求工学に関する研究開発プロジ
ェクトは、欧州では、ESPRIT、
IST といった産学協同プログラム
の一環として進められている。欧
米共に、国家プロジェクト、特に、
宇宙、軍事防衛といった分野で、
要求工学の重要性が認められ、着
実に実施検証が進められている。
又、ソフトウェア工学やシステム
工学の一部としても、要求工学が
取り上げられている。
　本稿では、次に、IEEE が 1993
年から開催している国際会議並び
にシンポジウムの発表を分析した
結果を紹介するとともに、利用可
能なツールなど要求工学の現状を
のべる。
５‐１
IEEE会議での発表件数と発
表母体
　1993 年から 2002 年までの発表
件数と、その発表母体の内訳を大
学、国研、企業に分けると、10 年
間の発表件数の総数が 376、その
うち、大学が 220、国立研究所が
41、コンサルタントも含めた企業
の発表が 94 であった（発表者の
所属不明なものは、どこにも含め
ていない）。又、企業からの発表
件数が最近増加しており、近年、
国立研究所や企業が開発や実地検
証に乗り出してきているという構
図が読み取れる。
　日本からの発表は、この 10 年
間すべてで、大学が、東工大、阪大、
京大、広島市立大、立命館から、
又、企業からは、NTT、NEC、
アンリツ（但し、NEC、アンリ
ツは米国子会社）の９件でしか
ない。
　全体としては、大学からの発表
件数が 2/3 近くあり、研究母体と
しては、大学が中心である。
５‐２
IEEE会議での発表の内容
　発表内容を、モデル、記法、要
求獲得・定義、要求評価、要求検
証、要求進化（変更）、要求再利
用、技術者、手法・ツール、その
他の 10 分野に分けて、その傾向
を調べた。
　発表論文の主要なテーマは、一
貫して、要求獲得と要求定義であ
る。裏返せば、10 年前からずっと、
要求工学では、どうやって要求を
集め、まとめて、定義するかが問
題であり、その問題は、未だに解
けていない。これは、又、システ
ム構築の永遠の課題とされている
システム要求の進化（変更）の問
題と絡んでくる。
　要求の獲得・定義と併置される課
題は、要求の評価と検証である。こ
れに関連する問題として、システム
の安全性分析、あるいは、リスク予
測やリスク評価が上げられる。又、
ヒューマン・エラーに対する耐性を
備えたシステム要求とは何かという
問題も上げられている。
　要求獲得では、社会学的な手法
が当初から注目され、実践も含め
て試行されている。近年では、こ
の分野は、知識管理や知識共有な
ど経営上の課題とも関係している。
　要求記述においては、モデルが
道具であり、方法である。又、各
種の記号論理体系が記述のために
利用されている。自然言語による
素朴な表現からどのように形式的
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な記述を導くかも昔からの課題と
して取り上げられている。
　ソフトウェア工学における重要
な課題に再利用がある。コードの
再利用は進展しており、設計の再
利用も研究が進められている。し
かし、再利用が大きな効果をもた
らすのは、上流工程での要求（要
求仕様）の再利用だという議論が
以前からあり、要求工学の会議で
も取り上げられはじめている。
　要求工学のための人材養成ある
いは要求工学者の基本的な原則も
発表の中で取り上げられている。
　これらの他に、分野として分
類しなかったが、目にとまったテ
ーマには、トレーサビリティ、コ
スト分析、技術移転、要求工学の
国際的あるいは業界的標準、商用
ソフトウェアの要求評価などがあ
る。特に、要求がどのように設計、
実装されているかに関するトレー
サビリティの問題は、今後のシス
テム開発の環境整備とも関係して
重要となりそうだ。社会学的な組
織論とも絡めて、関係者をもトレ
ーサビリティの対象にしようとい
う提案もある。
　日本からの発表は、モデル関連
２件、要求獲得２件、要求分析１件、
要求進化１件、再利用１件、手法・
ツール２件の計９件となってい
る。但し、このうち２件は、日本
企業の米国子会社と欧米の大学と
の共同研究による発表である。
５‐３
要求工学の現状評価
　要求工学という学問分野は、国
際的には、システム工学あるいはソ
フトウェア工学の一分野として発
展してきた。しかしながら、現在で
もなお、システム工学、あるいは、
ソフトウェア工学と比べて、学問
分野としてどの程度に整備されて
いるのか、又、現実のシステム産業
あるいはソフトウェア産業におい
て、どの程度に有用なものとなって
いるのかについては、いまだに疑
問が呈せられることがある。
　要求工学は、システム工学、ソ
フトウェア工学の中でも特に実
践上の効果が意味をもつ分野であ
り、人間を含めたシステム全体を
扱わなければならないために、数
値的に簡単に扱えて反復検証可能
な結果を出すのが容易ではない。
部外者からは、要求工学は、原理
原則はともかく、現場ですぐ役に
立つ技術やツールなどを未だ提供
してくれていない、というのが正
直な評価だろう。
　要求工学分野にとっての明るい
話題は、企業や国家機関などの経
営資料がコンピューターシステム
で処理され、蓄積されるようにな
っているために、要求獲得のため
の背景資料の機械処理が可能とな
ってきていることである。又、次
に述べる“ビジネスルール”に見
られるように、経営方針や目標な
ども機械処理可能な形で提示され
るようになってきている。
　今後の課題は、技術的には、シ
ステムのモデル化から設計、実
装までの環境が機械化可能とな
った現状を踏まえて、要求変更
管理を機械的に行い、障害に関
連する要求は何かにまでさかの
ぼるトレーサビリティを実現す
ることだろう。
　次に、要求工学のツールの例を
図表３に示す。
　図表３　要求工学のツールの例
ツール名称 開発 /発売元 簡単な説明
REVEAL Praxis Critical Systems11）
要求工学の方法論。システム統合に的を絞り、Jackson の世界と機
械モデルを用いて、下位システムの要求のトレーサビリティを確認
できる。Telelogic 社のDOORSというツールを用いる
Ask Pete Support Web NASA Glenn Research Center 12）
無料のコスト予測及びプロジェクト計画作成ツール。次に述べる
ARRTとも連動する
DDP/ARRT（Defect Detection 
Prevention/Advanced Risk 
Reduction Tool）
JPL.13,14）
DDPは、リスク予測とリスク回避のためのツール。RBP（リスク
バランスプロファイル）という簡易版、及び、ソフトウェア領域
に特化したDDPであるARRTがある。これも無料で利用できる。
Java版を開発中
ISAT：Interactive Specification 
Acquisition Tools Project
AT&T Lab. Research15）
通信などの反応系に的を絞って、仕様作成及び検証の自動化を目指
した研究プロジェクト。いくつかのプロトタイプでの実績を報告し
ている。基本となるモデルは、状態機械である
SCR（Software Cost Reduction）
方式
米国海軍研究所 16）
1970 年代から、海軍研究所でソフトウェア工学の実践を目指して
行われてきた各種原則やツールをまとめたもの。ソフトウェアの
「合理設計プロセス（Rational Design Process）」が核となる。David 
Parnas による 4 変数モデル（monitored, controlled, input, output 変
数 / NAT( 仮定 ), REQ, IN, OUT関係）、SCR要求モデル（システム
状態を定義する）、SCR表などが含まれる
i‐COST法 17） エクィティ・リサーチ社（日本）
ソフトウェアシステムのコスト評価及び見積もり方式。初期コスト
の分析だけでなく、運用コストの分析も含む。初期コストの分析に
関しては、システムの機能の定量的評価のためのファンクション・
ポイント法と欧米でも使われているCOCOMO法を用いている
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６‐１
背景と簡単な歴史
　システム開発技術者の視点で
は、“ビジネスルール”を次のよ
うな歴史的展開で捉えられる（図
表４）。
　GUIDE（1955 年に、米国 IBM
事務計算用コンピューター・ユー
ザー団体として発足）で 1993 年
に作られた GUIDE ビジネスルー
ル・プロジェクトが「ビジネスル
ールを定義する」という題の報告
書20）を1995年に発表したのが、“ビ
ジネスルール”について世の中に
発表された最初である（2000 年７
月に統合モデル化記述言語 UML
によるモデルを含めた最新版が発
行されている）。1997 年には、ビ
ジネスルール・グループ３）が作ら
れ、後述するビジネスルール動機
モデルが発表された。
　オブジェクト指向技術の標準
化などを行なっている国際的な
業界コンソーシアム OMG（オブ
ジェクト・マネジメント・グルー
プ）18）では、2000 年から会長の
R. Soley のリーダーシップの下で
MDA（モデル駆動アーキテクチ
ャ）という運動を開始した。これ
は、ツールを使って、OMG の標
準であるオブジェクト指向のモデ
ル化記述言語 UML などで書かれ
た形式的なモデルから、プログラ
ムを自動生成しようというもので
ある。当然ながら、最初のシステ
ムモデル自体の正当性をどう保証
するのかが議論となり、2002 年か
ら OMG 内にビジネスルール専門
部会（Business Rule WG）が発足
した。
６‐２
ビジネスルールの定義と目的
　“ビジネスルール”とは、シス
テム構築の対象となる業務の仕組
みを記述し、システムがその中で
どのような働きをするかを明らか
にするもので、ビジネスルール・
グループ３）、ビジネスルールコミ
ュニティ２）及び OMG のビジネス
ルール専門部会が活動している。
各グループによってそれぞれ定義
と目的は少しずつ異なっている。
これらは、時系列的な発展形とも、
場面ごとの解釈の微妙な相違とも
考えられる。次に、これらを図表
５にして示す。
　これら３種類の定義は、作業主
体や目的、その時の状況で、重点
の置き方など細かい相違が出てい
るが、業務での仕組みを記述し、
その結果として、システムがその
中でどのような働きをするかを明
らかにするという基本点は同じで
ある。
６‐３
ビジネスルールへの取り組み
の現状
　欧米では、大学、大手企業、ベン
チャー、コンサルタントなどが研
究開発を進めるだけでなく、人材
育成サービスも提供されている。
　一般に、典型的な組織には、数
万から数百万のビジネスルールが
含まれていると言う（ビジネスル
ール・グループでの議論）。日本
国内の取り組みは遅れている。ビ
ジネスルールは、業務をシステム
化するための基礎となるので人文
社会系の研究者も参画する研究開
発が必要となるが、国内では、そ
のような取り組みができていない。
6．“ビジネスルール”
　図表４　“ビジネスルール”の歴史的展開
60年代 プログラミングがすべて 工学以前
70年代
構造化プログラミング、
構造化設計、構造分析
試験が可能になった
80年代
インフォメーション・エンジニ
アリングとオブジェクト指向
データの再発見
90年代 ビジネスルール システムはどう動くべきか！
内容出典：David C. Hay, Managing Business by the Rules, 1999、表は黒川作成
　図表５　各ビジネスルール専門部会の活動
組織と年代 “ビジネスルール”の定義 説明
ビジネスルール・グループ
（1995年）
ビジネスのある側面を定義
もしくは制約する文
既存のシステムからのリバースエンジ
ニアリングも目的としていた
ビジネスルール・グループ
（1997年）
企業活動全体を、
目的 -手段で把握する
ビジネスに関与している人々が、（IT
の言葉ではなく）自分の言葉でビジネ
スを記述分析したり、システム担当者
に説明するためのものと捉えている
OMG(2003年 )
機会、脅威、強み、弱みの SWOT
分析に基づいたビジネスポリシーを
支援し、ビジネス遂行に影響を与え
たり指導したりするための指令
OMGでは、このビジネスルールやビ
ジネスモデルに関する標準を規定しよ
うとしている
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7．まとめ
また、システム開発側よりもシス
テム利用側からの取り組みが不可
欠となるのに、システム利用側か
らの“ビジネスルール”への取り組
みもほとんど行なわれていない。
６‐４
“ビジネスルール”のツール
及び方法論の例
　代表的なものとして、ビジネス
ルール動機モデル（Business Rule 
Motivation Model）４）がある。こ
れは、ビジネスを次のようなモデ
ルで把握する。OMG のビジネス
ルール専門部会も基本的にはこの
モデルを採用している。
　ビジネスルール動機モデルで
は、 組 織 体（Organization Unit）
の働きを手段‐目的（Means-Ends）
分析の枠組みで、大きく把握す
る。しかし、手段や目的という
組織内部の要素だけでなく、影
響（Influence） と SWOT 評 価
（Assessment）を使って、環境に
ついての評価を行なう。その評
価を、リスクと報酬（Potential 
Reward）として解釈する。
　このモデルでは、組織体の目的
に関するビジョンに、手段として
の任務（Mission）が対応づけら
れる。同様にして、ビジョンを具
体化した目標（Goal）に対する戦
略（Strategy）、目標を具体化し
た個別目標（Objective）に対する
戦術（Tactics）が規定される。
　ビジネスルールは、この戦略と
戦術を実行する作業（Course of 
Action）を行なう上での指導要素
（Element of Guidance） と な る。
“ビジネスルール”と対になるの
がビジネスポリシー（Business 
Policy）である。これは、外部の
規制（Regulation）に従い、その
組織体の強み、弱み、機会、脅威
という SWOT 分析に基づく。
　このようにして、ビジネスルー
ルは、目的手段という枠組みで、
ビジネスに関与している人々が、
（IT の言葉ではなく）自分の言葉
でビジネスを記述し、分析したり、
システム担当者に説明することを
可能にする。そこで、システム担
当者は、システムの役割をこのビ
ジネスルールに従って、位置づけ
ることが可能となる。
　その他に、現在提供されている
ツールや方法論として次の図表６
のようなものがある。
　上流工程に対する日本国内の研
究開発の取り組みは、大学、国立
研究所、産業界も含めて遅れてい
る。その背景には、システムの発
注側である企業や行政組織におい
て、上流工程の認識が余りにも不
足しているという事実がある。
　すなわち、“ビジネスルール”
の確定や要求定義は、本来、顧客
側がシステム発注以前に行なうべ
き作業であるが、情報通信白書に
も示唆されているように、日本国
内では、このような作業に顧客側
が労力を割いていない。極端な例
として、発注仕様書を請け負い予
定者に無料で書かせているような
場合すら見受けられる。しかも、
上流工程を無視して、システム構
築に走り、結果的にシステムが機
能不全に陥ってから、責任はどこ
にあるかと議論する場合が少なか
らず見受けられる。
　そこで、次を提言したい。
　図表６　現在提供されているツール・方法論
ツール名称 開発 /発売元 簡単な説明
MooD2003 Web Publisher５） The Morphix Company（英国）
ビジネスオブジェクト・リポジトリを備えて、ビジネス文脈
モデル（Business Context Models）を使う。シナリオ、プロセス、
プロセス階層、プロセス索引、オブジェクト索引、利用者な
どを定義し、それぞれのモデルの中で要素をさらに詳細に検
討、修正追加できるズームイン機能がある
DEMO - Demo Engineering
Methodology for Organizations６）
デルフト工科大学（オランダ）
従来の組織科学（OS）がシステムの機能や振る舞いに関する
目的論的な定義に偏向していたのに対して、組織工学（OE）
を唱える。基盤理論としては、コミュニカティブアクト
（communicative act）という認知科学のモデルを用いる
MEGA Suite 6.0７） MEGA International Inc.（フランス）
MEGA プロセス、MEGA アーキテクチャ、MEGA 統合、
MEGA開発、MEGAデータベース、MEGAリポジトリとい
う構成要素からなる。これによってプロセスのコスト予測お
よびリスク管理ができる。また、EAI（企業アプリケーショ
ン統合）を扱うMEGA統合では、ワークフロー機能も備わ
っている。
Proteus・Rule Track８） Business Rule Solutions（米国）
Proteus というビジネスルールの開発方法論およびRule Track
という開発用のツールを提供している
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① “ビジネスルール”や要求定
義をシステム開発で明確化す
るような環境づくり
　具体的には、住宅の建築確認の
ような強制的な法制度を含めての
検討もあれば、少なくとも公的な
システムの発注においては、第三
者機関による発注仕様書の監査を
義務づけるなどのやり方もあろう。
② “ビジネスルール”や要求定
義を作成できる人材の養成
　システムのユーザである発注
者側が、正しい要求仕様書を作成
できるような人材育成が必須とな
る。例えば、経営学修士（MBA）
の課程において、情報システム
の“ビジネスルール”と要求定義
を必須科目とすることが考えられ
る。また、企業や行政組織におい
て、システム部門だけでなく発注
利用部門におけるビジネスルール
や要求工学の教育を行なっていく
ことも重要だろう。
　欧米と比較したときには、特
に、大学での研究及び教育の遅
れが深刻な問題である。この理
由の１つに、要求工学のように、
理系だけでなく文系の知識を必
要とする分野への大学の取り組
みの遅れがある。
③ 上流工程における技術開発の
促進
　技術開発要素としては、次のよ
うなものが上げられる。
秬形式手法と機械的検証
　 　中流工程での自動化の進展を
考慮すれば、上流工程における
数学的に基礎づけられた記述を
使った形式手法の技術開発と、
それを用いた機械的検証が重要
になる。例えば、自動的に“ビ
ジネスルール”間の矛盾点や要
求事項の衝突を発見し、完全性
のチェックあるいは既存のパッ
ケージの提供する機能と要求項
目との突き合わせなどを行なう
ことが可能となる。さらに、要
求定義の後の設計からコード作
成までの自動化がさらに促進さ
れる。
秡 利害関係者との要求獲得のた
めの技術
　 　これは、表面的なコミュニケ
ーション技術だけではなく、言
われていないことも含めて理解
するという技術を必要とする。
そのために、文系及び理系の間
での知識及び技術の融合、すな
わち、科学技術的なものだけで
なく、人間を含めた文化的なも
のや、経営的な事項を併せて処
理しなければならない。当然な
がら、システムやソフトウェア
だけでなく、当該分野の専門知
識や常識も必要とする。
秣定量評価
　 　上流工程に関しては、技術・
手法の定量評価が十分でないた
めに、その効果が理解しきれて
いない。このために、システム
構築に関するデータをまず蓄積
し、例えば、公共システムの場
合においてはデータの公開利用
を行なうことが考えられる。そ
のようなデータを用いた定量評
価によって、上流工程での作業
と下流工程の品質、費用などと
の関連性を幅広く分析するとい
う地道な努力が有用な結果を生
み出せるようになる。
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地球監視・観測衛星の動向
̶衛星の縦列編隊飛行による監視・観測の高度化̶
客員研究官　小林　博和 *
環境・エネルギーユニット　浦島　邦子
1．はじめに
　衛星を利用した地球の監視・観
測は、天候や国境等の障害もなく、
地球の状況を広い範囲でかつ短時
間に把握することができるという
特徴を持つ。
　わが国が人工衛星を用いて行っ
ている各種の事業は、その目的と
して、通信衛星等の社会的インフ
ラ整備、気象衛星等国民へのサー
ビス、資源探査衛星等将来の資源
の探索、情報衛星や地球監視・観
測衛星等を用いた国土の安全の確
保、宇宙探査衛星等の科学研究、
各種技術衛星等の宇宙関連技術開
発等、多岐にわたっている。
　中でもわが国の安全を守るため
の衛星事業は、単独にわが国の国
土を監視するのみならず、地球温
暖化問題や水問題、食料問題はお
ろか、地政学的な問題をも含んで
東アジア地域、さらには地球全体
までも視野に入れる必要があるこ
とが認識されている。このような
情勢にあって、地球監視・観測衛
星による事業は、科学研究を目的
とするのみならず、わが国の安全
を守り、かつそのための政策を決
定するために必要な情報を取得す
るという意味からもその重要性を
増している。
*
　衛星を利用した地球監視・観
測を実行するために、従来は大型
の衛星バス①に、多数の観測セン
サを搭載する方式が一般的であっ
た。例えばわが国の地球観測衛星
ADEOS‐II（2002 年 12 月 14 日
打ち上げ）は、重量が 3.7 トンで
５種類の観測センサを搭載し、欧
州宇宙機関（ESA）の地球環境観
測衛星 ENVISAT（2002 年２月
28 日打ち上げ）では、実に重量
8.2 トンで 10種類の観測センサを
搭載している。
　一方、このような大型衛星に多
数の観測センサを搭載するという
方式に代わって、比較的少数（１
ないし数個）のセンサを搭載し
た小型の衛星を縦列にして、編隊
飛行（formation flying あるいは
formation flight）させるという方
式が、NASA等から提案されてい
る。この場合、衛星軌道の性質か
ら衛星の編隊飛行は、飛行機の編
隊飛行と異なって別の軌道を平行
して運動するのではなく、同一の
軌道上にを複数の衛星がある距離
を保って並び、列車のように地球
を周回する。地球のある地点から
見れば、数十秒から十数分程度の
短時間に上空に次々と衛星が飛来
することとなる。
　従来、このように編隊飛行をす
る衛星間の位置制御は、必ずしも
容易な作業ではなかったが、GPS
受信機を衛星に搭載するようにな
って、編隊飛行の制御に必要な精
密な衛星位置と時刻が利用できる
ようになった。この縦列形の編隊
飛行は、衛星観測という手法に新
たな展開をもたらすと期待されて
いる。
　例えば、NASAは先頭にAqua
衛星を、最後尾にはAura 衛星を
並べた衛星の編隊飛行の計画を持
っており１）、この計画の推進事業
を“Taking the A-train ② ” と 呼
んでいる（図表１）。A-train に先
がけて、既に軌道上にある衛星の
データの活用を図って、同じ軌道
に後続の衛星を打ち上げ、結果と
して編隊飛行をさせている例とし
ては、現在Landsat‐7を先頭に、
EO‐1、SAC‐C、Terra 衛星③の
例を挙げることができる。これら
の衛星は同じ軌道上に、30分間の
時間差の範囲（軌道修正の状況に
より変化する）に運用されている。
2．衛星の縦列編隊飛行
20
科学技術動向　2003 年 11 月号
　図表１　THE CLOUDSAT MISSION
 AND THE A-TRAIN
Cloudsat 衛星チームによるセンサ紹介文書より
用語説明
①衛星バス
　衛星に搭載される各種観測セン
サなどを除いた、衛星の基本シス
テムをいう。
②Taking the A-Train
　ビリー・ストレイホーンの代表
作で、デュークエリントン楽団の
オープニング・テーマとして有名
な「A列車で行こう」のもじりで
ある。
③  Landsat-7、Terra、EO-1、
SAC-C
　Landsat-7 は 1999 年 4 月 15 日打
ち上げ、Terra は 1999 年 12 月 18
日に、EO-1 と SAC-C は 2000 年 11
月 21日に同時に打ち上げられた。
3．地球監視・観測センサと衛星バスとの関係
ースシャトルでさえ、その打ち上
げ成功率の設計値は 99.5％（これ
までの 109回の打ち上げで２機失
われているので実際の成功割合は
98％）である。
　これが衛星を使った地球監視・
観測事業は、現在もなお打ち上げ
リスクを常に考慮しなければなら
ないことの理由である。ただし、
衛星を使った地球監視・観測はセ
ンサがその主体であり、衛星バス
はあくまでこれを支える重要な土
台であるので、ここからセンサを
どのように衛星に搭載すべきかの
問題が生まれる。例として、最初
に複数のセンサを単一の衛星で打
ち上げるか、それぞれを別々に打
ち上げるかの利害得失を考えてみ
る。ここで３個のセンサを打ち上
げる計画があって、仮に打ち上げ
の成功率を k=0.9 とする。単一衛
星バスに全てのセンサを搭載する
と、センサを宇宙空間に投入でき
ない確率は 0.1 であるが、３個の
衛星バスにそれぞれ１個のセンサ
を搭載した場合に、センサが１個
も宇宙に投入できないという事態
になる確率は 0.001 であり、当然
のことながら複数バスを用いた方
が、何れかのセンサを打ち上げる
　図表２　A-TRAIN の概要
衛星名 打ち上げ日（予定日） 開発機関、目的等 搭載センサ
Aqua 2002年 5月 4日
EOSシリーズの地球観測衛星
地球の水循環に関するデータ
取得
AIRS（大気赤外サウンダ）、AMSU-A（改良型マイクロ波ユニット）、
HSB（ブラジル湿分サウンダ）、AMSR-E（改良型高性能マイクロ
波放射計）、MODIS（中分解能画像放射分光計）、CERES（雲 /地
球放射観測システム）
CloudSAT 2004年秋 NASAの衛星 CPR（雲レーダ）
CALIPSO 2004 年
NASA の衛星、大気中の雲や
エアロゾルの観測
CALIOP（雲エアロゾルライダ）、
IIR（赤外画像放射計）
Parasol 他衛星待ち
CNESが打ち上げ予定の重量
100kgくらいのマイクロ衛星
POLDER（地表反射光観測装置）
Aura 2004年 1月
NASA、EOS シリーズの地球
観測衛星オゾン等大気中物質
の変動に関わるデータの取得
HIRDLS（高分解能リムサウンダ）、
（マイクロ波リムサウンダ）、
OMI（オゾンモニタリング装置）、TES（対流圏放射分光計）
３‐１
大型衛星バスと複数衛星バス
の間の得失
　１つのバスケットにたくさんの
卵を盛るな、という格言は、しば
しば大型衛星に搭載される数多く
のセンサを卵にたとえて、そのリ
スクの議論に引き合いに出される
ことがある。これは、衛星打ち上
げの失敗確率が現在もなお極めて
高いことに起因する議論である。
例えば有人宇宙輸送システムと
して、高い設計安全率を持つスペ
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ことができる、という確率が極め
て高い。しかし、逆に全てのセン
サが同時に存在する確率は、単一
バスの場合には 0.9 であるが、３
個の衛星バス使う場合にはこれが
0.729 となって、単一衛星バスの
方が有利である。
　一方、ここに３個のセンサがあ
って、これが宇宙空間で運用され
るとそれぞれpの成果（価値）が
生まれるとして、その期待値を
考えてみる（ただし、打ち上げの
ロケット費用は考えない）。単一
衛星バスの場合にも、複数の衛星
バスを用いた場合にも、その成果
の期待値は、３k・pとなる。すな
わち、センサの運用の価値の期待
値は打ち上げリスクの観点からみ
る限り、バスが単一であるか複数
であるかの間に基本的な違いはな
く、センサの成果の期待値という
観点からは、複数衛星バス方式に
リスクを低下させる利点はない。
　ただし、それぞれのセンサが互
いに関連して相互の取得するデー
タによって、個々のセンサの価値
が高まる場合には、複数のセンサ
を単一の衛星で打ち上げた方が、
より高い価値が得られる。例えば
上記の例で言えば、３個のセンサ
が全て揃っていなければ有用なデ
ータが得られない、とすれば単一
衛星の打ち上げが有利であるのは
明らかである。
３‐２
複数衛星バスの政策的利点
　一方、技術の進歩により打ち上
げロケットや衛星バスのコストが
低下し、複数の衛星バス打ち上げ
の総合コストが単一大型バス方式
のそれと比較検討できる程度に低
下して、その実現性が高まった場
合、複数衛星バス方式は、衛星に
係わる政策的観点からみて多くの
利点を持つと考えられる。例えば、
次の例が挙げられる。
盧観測中断状態の回避
　一般的に、衛星を用いた地球監
視・観測を長期に渡って連続する
ことは、地表等の変化を検知する
という意味で、個々の観測結果に
加えて新たな価値を生むものと考
えられる。このような場合、例え
ば衛星打ち上げ失敗や衛星の故障
などによって、観測センサが全く
存在しないという状態、すなわち
地球監視・観測の中断期間の出現
は、政策遂行上ネガティブな要因
となる。複数バス方式はこれを回
避できる。
盪予算の時間的分散化
　大型衛星と複数のセンサの組み
合わせ方式は、ある時期に予算の
集中的な投入が必要である。地球
監視・観測政策はその性質上、長
い期間これを継続することが要求
される。この時、小型の衛星を複数
準備する方式は、予算の時間的な分
散化が可能となって、政策の実行が
容易になることが期待できる。
蘯 衛星観測事業への容易な参入
の実現
　例えば、ある機関（民間・大学等）
が独自のセンサを開発し、かつそ
のセンサのデータは他センサの補
助利用が必要な場合、その機関は
適当な縦列衛星群に参加すること
で、必要なセンサを全て備えた自
己完結型の衛星を準備する必要が
なくなり、結果として低いコスト
で独自の観測が可能となる。
盻 複数衛星バスの製造による標
準化
　ロケットを含む小型衛星バス
を複数あるいは多数製造すること
は、製造過程や製品の標準化をも
たらすであろうから、製造メーカ
にとって各種の利益をもたらすと
同時に調達コストの低下が期待で
きる。また、小型衛星バスの打ち
上げのために、多数製造されるで
あろう小型化したロケットの信頼
性を向上させることは、少数しか
製造されない大型ロケットの信頼
性向上よりも可能性が高いものと
思われる。
4．縦列編隊飛行衛星群の特徴
４‐１
編隊飛行衛星群の分類
　編隊飛行はその目的によって次
のように分類される。 
盧 軌道上の相対的な位置を厳密
に保持する編隊飛行
　主に深宇宙を対象に複数の衛
星による干渉計を構成する計画
が多いが、地球監視・観測を対
象にしている例としては、米軍の
TecSat21（軍用高分解能レーダ
ー）計画、ESA の ClusterII（４
つの衛星で地球の電磁場を高精度
に観測）計画などがある２）。これ
らは初めから、特定の目的のため
に計画されている編隊飛行の例で
ある。
盪 軌道上の相対的な位置を比較
的緩やかに制御する編隊飛行
　一方、今後の地球監視・観測
に重要と思われるのは、より柔軟
な監視・観測計画を提供できてか
つ全体コストを下げる可能性のあ
る縦列編隊飛行である。前述した
Landsat‐7を先頭にした編隊飛行
や、Aqua 衛星を先頭にした観測
計画がある。
　位置を厳密に保持あるいは計
測する編隊飛行は、全ての衛星
が特定の目的のために設計・計
画されている衛星群によるもの
であり、プロジェクトの期間中
22
科学技術動向　2003 年 11 月号
計画に変更がない。衛星群の運用
が固定的であるという意味で、従
来の大型衛星による観測と本質
的な違いはない。
　一方、軌道上の位置を比較的緩
やかに制御する縦列編隊飛行は、
全く別の目的を持った衛星群が同
じ軌道上で編隊飛行をすることに
よって、新たな科学的政策的価値
を生み出す可能性がある、あるい
は全体計画が最初に設定されてい
なくとも次々に衛星を追加するこ
とで、衛星群の存在意義が変化す
るという意味において従来にない
衛星観測であると言える。
　この編隊飛行は、複数の衛星を
同時に運用しなければならないか
ら、必然的により複雑な衛星運用
と衛星の正確な軌道投入技術が要
求される。しかしその一方で、個々
のセンサデータを総合化すること
によって、高度な情報が得られる
ことが最大の利点である。
　縦列編隊飛行を行う衛星間相
互の距離は、既に述べたように、
通常時間にして数十秒から十数
分程度になると考えられる。こ
のような短時間では、地球の状
態が大きく変化することはない。
よって、観測センサ群が同一の
衛星バスに搭載されていなくと
も、地球の同一地点あるいは地
域を多種類のセンサあるいは同
一のセンサによって様々の手法
で地球を監視・観測することが
できる。即ち、地球の状態を多
角的に測定してより高い価値の
ある情報を得ることができる。
４‐２
センサからみた縦列編隊飛行
方式の利点
　地球監視・観測の視点からみて、
複数の衛星による編隊飛行方式の
特徴は、複数の衛星に搭載された
多数のセンサを結果として、同時
に運用できる仮想的な超大型衛星
を形成するところにある。ここか
ら編隊飛行方式の持つ、単一の大
型衛星による方式を上回る利点を
幾つか挙げることができる。
盧センサのクラスタ運用
　例えば地球観測衛星は、様々な
科学的要求に対応するために大型
化してきた。既に述べたように、
2002 年３月にESAが打ち上げた
Envisat 地球観測衛星は、10台の
センサを搭載した大型衛星であ
る。このような場合、多数のセン
サの運用は極めて複雑である。例
えば、全てのセンサが同一の電源
やデータ電送システムおよび衛星
本体の制御下にあることから、常
にセンサ間においてその運用に係
わるリソースの調整作業が必要と
なる。編隊飛行衛星は基本的に独
立でありながら従来の地球観測衛
星では実現できないような、極め
て多数のセンサを結果的に同時に
運用することができる。
盪センサ間干渉の回避
　例えば電波散乱計、雲レーダ等
のアクティブなセンサを衛星に搭
載するにあたっては、発射される
電波が同じ衛星に搭載される他セ
ンサに対して、干渉を起こさない
ように慎重に設計される必要があ
る。また、機械的な振動や回転部
品を内部に持つセンサもしばしば
他のセンサに影響を与えるので、
同じく衛星バスとセンサ類を慎重
に設計する必要がある。編隊飛行
衛星においては個々の衛星を自由
に配置できるから、上のようなセ
ンサ間の干渉問題を大きく軽減し
得る。
蘯 短時間に変化する現象を検出
するセンサの形成
　先に地球の状態が短い時間で大
きく変化することはないと述べた
が、逆にごく短い時間の現象の変
化を縦列編隊衛星により検出する
ことができる。この特性は、地表
において急速に変化しつつある現
象の、変化速度を検出できるとい
うことであり、例えば、洪水の状
況や災害による地形の変化が検出
できることを意味している。田中
ら３）は、現在編隊飛行をしている、
Landsat‐7、EO‐1、SAC‐C、Terra
衛星の内、Landsat‐7とSAC‐C（両
者が同一地点上空を通過する時間
差は約 28分）の画像データから、
マゼラン海峡の海流の流速分布
を、またLandsat‐7と EO‐1（画
像を取得した時間差は 54.5 秒）の
画像データから横浜港の船舶の動
きを推定している。
　編隊衛星が形成されると、それ
は従来の個々の地球監視・観測衛
星の計画・運用・データの利用と
は異なる点が現れるであろうし、
衛星による地球監視・観測政策全
体に大きな影響を及ぼす可能性が
あり、以下のように考察し得る。
盧 センサ開発・運用計画の柔軟
性向上
　地球科学のトピックス的な現
象を観測するセンサは、タイムリ
に観測を実行することが要求され
る。また、気象予測モデルに必要
な観測値等の取得も期待される、
基本的なセンサ類は、同時にトピ
ックス現象解明のための基礎的デ
ータ取得センサとしても用いられ
る。縦列編隊衛星においては、標
準化された衛星バスと単独のセン
サの組み合わせが可能となるの
で、例えば基本的なセンサ類は安
定した運用を重点に置いた設計を
行う、トピックス的なセンサはで
5．縦列編隊衛星の地球監視・観測活動への影響
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きるだけ短い時間で開発する等、
個々のセンサの開発と運用計画を
柔軟に立案し実行することができ
る。一般に、多数のセンサを搭載
する大型衛星の開発運用において
は、必然的にセンサ間の計画・運
用調整が要求されるため、開発計
画の長期化やコストのオーバーヘ
ッドの生じる場合が多かった。
盪 編隊飛行衛星から得られる監
視・観測価値の収穫逓増
　多くの場合、個々のセンサから
得られるデータは、他センサのデ
ータを利用することにより、より
価値の高いデータとなり得る。さ
らには、多種類のセンサからのデ
ータを総合することで、新しい科
学的政策的知見の得られる可能性
もある。従来の単独の地球監視・
観測衛星は衛星寿命が尽きるま
で、そのセンサ類の構成を変更す
ることができず、新規技術や提案
が取り入れられるのは、次の衛星
を待つより他ない。
　これに対して、衛星の編隊飛行
形態が一旦形成された後は、新規
のセンサはこれら衛星群のデータ
を利用し、その構成単位の１つと
なることを考慮して開発・運用す
る計画がたてられる。その結果、
新規の技術や提案は単独の衛星の
場合より、素早く実現されるよう
になると考えられる。このように
して、編隊衛星群の収容するセン
サ数が増大すれば、これらを利用
する監視・観測の価値は増大し、
またこのことが編隊衛星群に参加
するセンサの数の増加をもたらす
ことになる。
蘯 編隊飛行衛星の運用とデータ
収集配布の集約化
　ある１つの編隊飛行衛星群を
構成する個々の衛星の制御は、比
較的緩やかであるとしても、ま
た個々の衛星の所有やその打ち上
げ機関が異なるとしても、例えば
JAXA等の特定の機関がこれを制
御するのが運用コストの上から望
ましい。またこれに付随してセン
サの運用、すなわち地球監視・観
測データの受信やその配布なども、
データ利用者の便宜やコストの観
点から、衛星群の運用機関が担当
することとなると考えられる。
6．おわりに
　わが国は、GLI（グローバルイメ
ージャ）、AMSR‐E（改良型高性
能マイクロ波放射計）、PR（降雨レ
ーダ）等の優れた地球観測センサ
を持っており、米国等のセンサ開
発力と比較しても劣るものではな
い。例えばGLIは、非常に多くの
波長領域で海面や地表の画像を取
得して、海面や陸地の科学に新た
な展開をもたらした。AMSR‐Eは、
地球表面および大気から放射され
る微弱なマイクロ波を測定し、水
蒸気量や土壌水分などを推定する
センサで、マイクロ波放射計とし
ては最大級の口径を持つアンテナ
を持つ。このセンサはADEOS‐II
および米国のAqua衛星に搭載さ
れた。PRは、世界初の衛星搭載降
雨レーダであり、衛星センサによ
って降雨メカニズムの立体的な情
報を広範囲に把握できることを世
界で初めて示すとともに、世界の
水循環研究に重要な情報を提供し
続けている。PRは米国のTRMM
衛星バスに搭載された主センサで
あり、次期センサも計画中である。
　これらのセンサが、複数の衛星
に他のセンサと同時に搭載され、
かつ主要な役割を担っているとい
う事実は、これらわが国のセンサ
が、他の種類のセンサの価値を高
めるような基本的データを取得す
る基幹センサであることを示すも
のである。わが国のセンサ開発は、
世界をリードしていた。しかし、
開発したセンサを継続的に準備・
発展させて国内や諸外国のユーザ
を巻き込み、多様なユーザのニー
ズに対応できるような、監視・観
測体制を主体的に形成するという
努力は、不十分であったと言わざ
るを得ない。
　既に述べたように、編隊飛行衛
星群を実現していくためには、衛
星やセンサの技術開発そのものの
他に、他国と協調をとりつつ如何
に全体的な価値を高めるかという
ような、地球監視・観測マネージ
メントの高度化も不可欠となる。
優れた基幹センサを持つわが国
が、独自の編隊飛行衛星群を提案
し、運用することは、安全・安心
をはじめとする我が国の社会的ニ
ーズに対応するとともに、宇宙開
発政策の面からも、宇宙運搬シス
テム開発、衛星開発に加えて、と
りくむべき意義を有していると考
えられる。
参考文献
01）  CHANGES IN POLAR ICE 
CONCENTRATIONS、April 22, 
2002,：
  http://www.gsfc .nasa.gov/
topstory/20020418aqua4.html
02）  フォーメーションフライト衛星
の誘導制御技術に関する調査検
討、宇宙開発事業団：
  http://giken.tksc.nasda.go.jp/
seika/gaiyou/H11/34files/
03）  田中總太郎、高崎健二、Jose 
Kuba、タンデムオペレーショ
ンによるリモートセンシング、
RESTEC、51、2003.6
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
連絡先：〒 100－ 0013 東京都千代田区霞が関 1－3－ 2
電話 03－ 3581－ 0605　FAX 03－ 3503－ 3996
URL http://www.nistep.go.jp
Email stfc@nistep.go.jp
S C I E N C E  &  T E C H N O L O G Y  T R E N D S
November 2003
（NO.32）
Science & Technology
Foresight Center
National Institute of Science and
Technology Policy (NISTEP)
Ministry of Education, Culture, Sports, 
Science and Technology ※ このレポートについてのご意見、お問い合
わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします
なお、科学技術動向のバックナンバーは、下
記のURL にアクセスいただき「報告書一覧
科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
科学技術動向
《2003年11月号》
2003
No.32
　 �� �� ��� ������
　 �������� ���������������� ����������������
　 ������������ � ��� ������
　 ���������������������� �� ��
　 ������
　 ���������� ��������������
　 ��� �����������
　 ����� ���
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �
S c i e n c e  &  T e c h n o l o g y  T r e n d s
科学技術動向
文部科学省　科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
